




































































































































年代 1950～1960 1970年代 1980～1995 1996～現在
生産量 3000台 3万台 1912万台 3742万台
レビの種類 白黒 ラー カラー カラー

















































































































































































































































































































































































































大連東芝 1996.7 4,900 7０
東芝,東芝（中
国），ニチメン
山東松下 1995.11 2,500 5０ 松下電器
東莞華強三洋 199512 500 7５ 三洋電機
上海索広映像 1995.12 5000 7０ ソニー










































































回目 二回目 三回目 四回目
年代 1996 1997 1998.6 1999.4
;|き起こした企業 四川長虹 広東高路華 康佳とＴＣＬ 四１１|長虹






























































































































































































































































































































































































































































































































































































































































市場行動 政府計画による生産と販売 価格競争 技術競争
市場効果
政府の統制価格と市場価格の
差異国有企業の赤字生産
企業経営の改善産業再編成に
よる生産の集中化経営の国際
化
技術競争力の向上経営の匡1際
化による国内テレビメーカー
の生産規模の拡大
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た。しかし，ＷＴＯ加盟後，家電製品の関税率の
引き下げによって，世界的に有名な先進国ブラン
ド製品が安い価格で中国市場に入ってくること
で，国内テレビメーカーが，今まで取ってきた値
下げなどの競争戦略も通じなくなる可能性があ
る。また，前述したように，ＷＴＯ加盟によっ
て，中国政府は技術の特許権など知的所有権の管
理を一層強化することになる。これは，家電製品
技術の特許権を持つ先進国企業を優位に立たせる
一方，中国系企業にとっては先進国へのロイヤリ
ティーの支払いなどで企業生産活動が大いに制約
される恐れをもたらす。
こうした状況から見れば，国内テレビメーカー
は，外資系企業と協力しながら共同で新商品の研
究開発に取り組むことと，専門研究所などの設立
を通じて，新しい技術の自主的な研究開発に取り
組み，自社ブランドの価値を高めることこそが厳
しい競争の中で，生き残るためのよりよい戦略で
あると言えるだろう。今後，国内テレビメーカー
が新しい技術の研究開発に取り組んだ結果とし
て，自社オリジナルの技術を持つようになり，外
資系企業と激しい競争を展開するだろう。具体的
に言うと，液晶テレビ，プラズマテレビやデジタ
ルテレビなどの生産技術が国内テレビメーカーと
外資系企業の競争の的となるのであろう。
最後に，中国テレビ産業における市場効果の変
化を見ると，表4の通り，改革前は政府の統制価格
と市場価格のずれ違いや国有企業の赤字生産など
の市場効果が生じ，改革・開放後の段階において
は，企業経営の改善，経営の国際化や生産の集中
化などの市場効果が生じている。
それでは，ＷＴＯ加盟後の市場効果を見てみよ
う。表4に示しているように，ＷＴＯ加盟後の市場
構造と市場行動から，少なくとも以下のような市
場効果が得られると考えられる。
まず，ＷＴＯ加盟後，中国国内テレピメーカー
は厳しい競争の中で生き残るため，新しい技術の
研究開発に取り組み，その結果，中国テレビ産業
全体の生産技術の向上がもたらされる。また，国
内テレビメーカーが，飽和状態になりつつある国
内市場だけに頼らず，海外で生き残りの道を探っ
て国際市場に進出した結果として，企業の生産規
模が大きく拡大されるだろう。
Ⅳおわりに
最後に，中国テレビ産業全体の発展方向につい
て論述し，本論文を終えたい。
中国テレビ産業は，今後一体どのような方向へ
発展していくだろうか。その発展趨勢を見ると，
以下のように二つの点にまとめられると考えられ
る。
第一に，カラーテレビ市場の拡大と生産量の増
加である。２０年間の発展を持つ中国テレビ産業
は，長年にわたって，外国から導入した技術と自
主的に開発した技術のもとで，迅速な発展を遂げ
てきた。そして，デジタル技術が幅広く利用され
るようになった現在では，カラーテレビの画質と
音質も大きく改善され，新しい市場の開拓を促進
している。
こうした中で中国政府は，国内大都市と周辺地
区の間に存在している余りにも大きい格差を縮め
るため，二つの政策を実施した。その一つは電力
エ事政策である。つまり，未だに電気が通らない
周辺地区で通電工事を行ったのである。もう一つ
は，衛星放送政策である。つまり，政府は衛星放
送を行うことによって，未だにテレビを受信でき
ないという周辺地区の農村問題を解決したのであ
る。
このような政策の影響を受け，中国農村におけ
るテレビの普及率は95％を超え，農村テレビ市場
も高度成長期に入った。そのため，以上の状況か
ら見ると，中国テレビ市場は着実に拡大していく
方向に向かっていると考えられる。また，ＷＴＯ
加盟後，輸出税の引き下げなど中国政府の輸出促
進政策の下で，国内テレビメーカーは先進国と発
展途上国への自社製品の輸出を一層拡大してい
る。その結果，ＷＴＯ加盟までは，一時減少して
いた国内テレビメーカーの生産量は急速に増大し
ており，家電産業統計委員会の調査によると，近
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い将来国内テレビメーカーの総生産量は4000万台
を突破するという25．
第二に，カラーテレビ製品機能の発展方向は，
多信号システム化，多チャンネル化，多機能化，
インテリジェント化やデジタル化に向かってお
り，カラーテレビの種類における変化の趨勢とし
て，マルチメディアテレビ，液晶テレビ，イオン
テレビ，プラズマテレビやデジタルテレビが現れ
ている。
とりわけ，デジタル技術は世界中の家電業界の
注目を集めている。しかし，先進国の先端技術と
比べまだ相当遅れている中国にとって，どのよう
な政策を取って次のデジタル時代に対応すべきか
が重要な課題となっている。そのため，中国テレ
ビ産業をデジタル時代へ移行させるには次のよう
な対策が必要になると考えられる。
第一に，技術と知的所有権を重視しなければな
らない。その理由は，中国テレビ産業が，もし自
分独自の技術と知的所有権をもたなければ，国内
テレビメーカーにとって，世界市場への進出と国
内市場における市場シェアの維持が非常に困難に
なるからである。
第二に，ソフト技術，ＩＣ(集積回路)やディスプ
レーなどの研究開発に取り組まなければならな
い。
第三に，テレビ産業における機械企業，ＩＣや
ディスプレー企業などに対して，政府はこれらの
企業が外資系企業と協力しやすい環境を用意しけ
ればならない。
最後に，中国政府は，国内テレビ産業に対する
マクロ的管理を強化し，企業間の不正な競争や無
秩序の競争を抑制しなければならない。また，政
府は国内テレビメーカーの海外への輸出と海外に
おける工場の設立などを支援することによって，
国内テレビメーカーと外国企業の協力関係(生産技
術の交流など)を深めなければならない。
このように，中国テレビ産業の実際の発展状況
から見て，上述した四つの点は，中国テレビ産業
がデジタル時代へ移行する際，なくてはならない
ことであると言えよう。
今後は中国テレビ産業及び他の一般家電産業に
おける産業組織の変化，中国家電産業におけるデ
ジタル技術の発展及び競争メカニズム，また，日
本家電メーカーの中国における発展戦略など，さ
らに深く掘り下げて研究していきたい。
｢注」
ｌ丸川知雄『市場経済移行のプロセス』アジア経済
研究所経済開発分析プロジェクト・チーム，１９９３
年，６頁。
２中国テレビ産業における参入障壁については第Ⅲ
章で詳しく説明したい。
３これについて，過剰な設備導入との批判がある。
例えば，『中国の工業化と産業技術進歩１１９８８
年，162頁を参照のこと。
４そのプラスの影響について，第Ⅲ章の第３節で詳し
く説明したい。
５『中国電視機行業研究報告」2000年６月，４頁。
６詳し〈は，堀内俊洋「産業組織論ｊミネルヴァ書
房2000年，を参照されたい。
７詳し<は，堀内俊洋，同上を参照されたい。
８南京パンダブランドは第Ⅱ章に出ている南京熊猫
電子集団公司のことである。
９謝偉「カラーテレビ産業の発展」（「管理世界1
1999年第３期)。
１０唱新「中国における経済システムの転換と多国籍
企業」（「金沢経済大学論文集』）第34巻，2000年１２
月，３２頁。経営主体と経営方式の立場から考えると
中国テレビ産業における市場構造を大手国有企業(具
体的に，長虹，康佳，TCL等の集団)，三資企業(合弁
企業，外国側が100％出資の企業，合作企業)，経営
多角化企業(具体的に，海爾集団，海信集団)と分けら
れると考えられる。また，ただ経営の立場から考え
ると経営不振グループ(北京東風テレビ廠，牡丹江テ
レビ廠など)と成長グループと分けられると言えるで
あろう。
１１長虹は四川長虹電子集団公司のこと。海信は青島
海信電子集団公司のこと。創維は深?創維電子集団公
司のこと。
１２唱新「中国における経済システムの転換と多国籍
企業」（「金沢経済大学論文集」）第34巻，2000年１２
月，３４頁。
１３唱新，同上34頁。
１４謝偉｢カラーテレビ産業の発展」（「管理世界」）
1999年第３期。
１５例えば，1998年，長虹のカラーテレビの年生産量
は900万台になり，長虹が，われわれの発展目標は，
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全国カラーテレビ市場シェアの70％を占めること
と，世界工業企業500強のメンバーに入ることである
と宣言した。
１６映像周波数のデジタル化とはデジタル技術を使っ
て，カラーテレビの映像の周波数を調整し，もっと
きれいに映るようにすることである。可聴周波数の
デジタル化とは以上と同じように，デジタル技術を
使って，テレビの音声効果をもっと良くすることで
ある。
１７前掲。
１８「世界ブランドを目指す康佳｣(王秀『企業リー
ダー』）遼寧人民出版社，2000年。
１９「百強｣とは企業の資産，総利潤や売上などを基準
に，中国国内企業の中から上位百社を選出して，実
力の強い企業と命名している。
２０四川長虹は，広東省にある中山エアコン有限公司
を吸収し，「長虹広東科学工業地」という生産基地
を建てた。この工場は，敷地面積が１５万平方メー
ターで，８本のカラーテレビ生産ラインと４本のフ
ラットテレビ生産ラインを持っている。この生産基
地が，来年４月から実際の生産に入ると計画されてお
り，年間の生産能力として，カラーテレビ500万台，
フラットテレビ30万台と予測されている。そうなる
と，長虹の年間総生産能力は1700万台となり，世界
一のカラーテレビ生産企業になるのである。
２１唱新，「中国における経済システムの転換と多国
籍企業」（『金沢経済大学論文集」）第34巻，2000年１２
月，３４頁。
２２生産型というのは企業側が製品の生産だけを行
い，そのほかの製品価格，製品販売などは全部政府
に任せるということである。生産経営型とは企業側
が製品の生産以外，一部の項目を自主的に行うこと
である。
２３テレビ以外の家電製品を見てみると，中国の洗濯
機の生産量は，世界総生産量の24％，冷蔵庫は１６
％，エアコンは30％を占めている。中国家電製品は
既に，180カ国の市場で販売されており，この中でア
メリカ，日本，イギリス，ドイツ，フランスなどの
先進国への年間輸出額は'億ドルを超えている。
２４ブラウン管の特許権については，1926年に日本の
高柳健次郎がブラウン管を使ったテレビを開発し，
それから，日本がその特許権を持つようになった。
２５『中国電視機行業研究報告」2000年６月，４２頁。
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